                １ 市財政の現状と今後について

今年度から第２次島田市総合計画後期基本計画に基づくまちづくりが進められている。
当計画では「縮充」を柱として、真に必要な施策・事業に資源を集中させ、「量」から「質」への転換を図り市民の満足度を目指すとしている。市政を進める上で、財政の健全化は必須な条件であると思われる。今回示された令和５年度予算大綱の中でも、中長期的視点から財政の健全化に努めると述べられている。基礎自治体として、①住民福祉②義務教育③基礎インフラが重要な施策であり、借入金の少ない健全な財政運営がまづ第一に求められている考える。一方、健全化により生み出される果実を如何に還元できるかも重要ではないかと考える。
  ここ数年のコロナウイルス感染症の影響の対策として、国では地方に交付金として財政措置を行ってきた。しかしながら、本病の収束あるいは沈静化に伴い交付金が廃止されてくることが予想され、従来の財源に戻る中、より一層の財源確保と歳出削減が求められる。市では一昨年９月に「島田市中期財政計画」を公表し、今後の計画的な行財政運営を示している。また、新地方公会計の導入により、平成28年度決算から「固定資産台帳」に基づく財務書類が作成されている。
そこで、財政指標に基づいた当市の財政状況並びに今後の見通しについて伺う。
(1)  令和3年度の財政力指数は0.69で、前年度に比較し0.05ポイント低下しているが、これは普通交付税の再算定の影響と言われている。令和４年度の財政力指数はどの程度を見込んでいるのか伺う。
(2)  財政の健全性を示す指標として、財政健全化の４つの指標がある。このうちの実質公債費比率については、令和３年度は6.2％で令和２年度に比較して0.6ポイント減少する一方、将来負担比率は、1.9％と算出された。いずれも健全とされる基準値内であると理解されるが、財政の健全性を考える上でこれらをどのようにとらえるか伺う。
(3)  令和３年度一般会計の市債残高は、417億円となっている。令和５年度末の市債残高は、445億円と増加の見込みであり、これは令和５年度一般会計の当初予算額とほぼ同じ規模となる。この状況についてどのように捉えているのか伺う。
(4)  令和３年度末の一般会計の基金残高は135億円となっている。令和５年度末の見込みでは93億円と42億円の減少を見込んでいるが、この減少の内容について伺う。
また、財政調整基金は令和３年度末の残高見込みが55億円に対し、令和５年度の見込みが概ね半分の27億円に減少しているが、これをどのように捉えているのか伺う。
(5) 歳出における民生費は、今後の人口減少と高齢化に伴い増加してくると思われるが、見通し及びその対応について伺う。
(6) 今般の定年制の延長や民間の賃金アップに伴い、人件費の増加が歳出の課題になると思われる。今後の見通しと対応について伺う。
